


平成２１年度当初 山形県における 事業計画総括表
（単位：千円）

事業区分 負担基本額 地方負担額

河川関係 802,558 216,369

道路関係

公園関係

港湾関係
（港湾海岸事業を含む。）

空港関係

合計 802,558 216,369

※端数処理の関係上、合計と一致しないことがある。



（様式１）

平成２１年度当初 山形県における事業計画（河川関係）
（単位：千円）

工事費 測量設計費
用地費及
補償費

船舶及
機械器具費

附帯工事費 事業委託費 事業車両費 小計

河川事業 3,857 0 0 0 0 0 0 0 0 3,857 1,929
河川行政管理経費 3,857 0 0 0 0 0 0 0 0 3,857 1,929

荒川水系 - - 3,857 0 0 0 0 0 0 0 0 3,857 1,929 占用許可等の許認可、河川台帳の調整等
ダム事業 129,588 40,623 38,207 0 17,212 0 0 185 96,227 33,361 58,314

(392,695)
堰堤維持費 129,588 40,623 38,207 0 17,212 0 0 185 96,227 33,361 58,314

(392,695)

荒川横川ダム 横川ダムの管理 - 129,588 40,623 38,207 0 17,212 0 0 185 96,227 33,361 58,314 流木処理、ダム環境調査、羽越統一河川情報設備工等

(392,695)
砂防事業 669,113 320,700 134,271 9,375 68,200 0 0 403 532,949 136,164 156,126

(1,934,280)
砂防事業費 669,113 320,700 134,271 9,375 68,200 0 0 403 532,949 136,164 156,126

(1,934,280)

120

669,113 320,700 134,271 9,375 68,200 0 0 403 532,949 136,164 156,126
(1,934,280)

（注） 「負担基本額」の欄については、当該都道府県の負担対象となる額を記載しています。
複数県間でアロケーションがなされる事業については、「負担基本額」欄括弧内に当該年度負担基本額の他県分を含む全体額を記載しています。

工事費関係

出戸沢砂防えん堤、入山第２号砂防えん堤、新原沢砂防えん
堤、中ノ俣川砂防えん堤、玉川新田沢砂防えん堤、弥五沢砂防
えん堤、小坂町沢砂防えん堤、砂防えん堤設計業務、CCTVカメ
ラ1基、光ケーブル8km、用地取得56,000m2(5.6ha)、補償件数1
件 等

飯豊山系（飯豊） 直轄区域面積 A=1,541km2

負担基本額

全体事業費は、左記事
業内容に係るものを含
む、当該水系内で実施
中の箇所に係る全体事
業費の総額

全体事業費
（億円）

地 方
負担額

備考事業内容対象科目 全体事業規模
業務取扱費等

Ｈ２１年度当初



（様式２）

平成２１年度当初 山形県における業務取扱費等の具体的内容（河川関係）

車両費 （単位：千円）
負担基本額 地方負担額

車両（交換）購入 合計 ０．３１台

飯豊山系砂防事務所車両（交換）購入 ０．３台 （１台のうち）

北陸技術事務所車両（交換）購入 ０．０１台 （１台のうち）

車両管理業務委託 対象合計車両 １．７３台

羽越河川国道事務所車両管理業務委託 対象車両 ０．３台 （３台のうち）

飯豊山系砂防事務所車両管理業務委託 対象車両 １．４台 （４台のうち）

北陸技術事務所車両管理業務委託 対象車両 ０．０３台 （２台のうち）

車両の補修等 １．７３２台

羽越河川国道事務所車両の補修等 ０．３台 （４台のうち）

飯豊山系砂防事務所車両の補修等 １．４台 （４台のうち）

北陸技術事務所車両の補修等 ０．０３台 （２台のうち）

国土技術政策総合研究所車両の補修等 ０．００２台（２台のうち）

車両費 合計 7,930 2,051

注） 車両の補修等には点検、自賠責等を含みます。

広報費 （単位：千円）
負担基本額 地方負担額

事業説明会・公聴会の告知や防災等に関する情報発信

・飯豊山系砂防、横川ダムの防災情報等に関する情報発信（ホームページ、出前講座） 等

事業概要作成や事業説明会等のための資料作成

・飯豊山系砂防の事業進捗、横川ダムに関するパンフレット 等

水防演習等防災に関する訓練の実施・水防活動等の充実

・飯豊山系砂防防災訓練

・本局、技術事務所にて実施する各種防災訓練 等

その他

・土砂災害防止教育支援ガイドラインの作成及び実施・支援 等

広報費 合計 7,240 1,769

支弁内容

540

支弁内容

127

7,016 1,787

374 137

2,159 532

1,652 434

3,279 765

150 38



（様式３）

平成２１年度当初 山形県における業務取扱費等の具体的内容（河川関係）

組織名 部名
河川関係

全体職員数
管理職 補佐等 係長等 係員等 計

国土技術政策総合研究所 46 0.04 0.02 0.06

北陸地方整備局 総務部 7 0.01 0.03 0.06 0.10

企画部 17 0.06 0.1 0.08 0.24

河川部 39 0.1 0.2 0.2 0.5

用地部 9 0.04 0.08 0.12

北陸技術事務所 17 0.06 0.04 0.1 0.01 0.21

羽越河川国道事務所 31 0.7 0.2 1.3 1.1 3.3

飯豊山系砂防事務所 25 2.4 0.7 3.1 2.4 8.6

3.16 1.15 4.95 3.87 13.13

※１．平成２１年４月１日現在員です。

計

※２．複数の地方公共団体に業務が跨っている組織については、人件費を関係各地方公共団体で按分して負担
をお願いしているため、表中の人数は、当該組織の実際の職員数を関係地方公共団体で按分した人数を記載し
ています。なお、「河川関係全体職員数」は各組織の按分前の直轄河川関係にかかる全体職員数を記載してい
ます。

職階別職員数



（様式４）

平成２１年度当初 山形県における業務取扱費等の具体的内容（河川関係）

（単位：千円）

本局名 備品名 主な仕様 負担基本額 負担額

地方整備局等が共

同で取得※１

国土交通省電子

入札システム用

機器

ハードウェア及びソフト

ウェアからなる機器群
156 43

（単位：千円）

事務所名 備品名 主な仕様 負担基本額 負担額

該当なし

なお、国土交通省電子入札システム用機器の按分前の取得予定額は416,270千円です。

庁費等による５０万円以上の備品取得予定

注） 負担基本額は、複数の地方公共団体に跨っている場合は、関係地方公共団体で按分した

額を記載しています。

※1 国土交通省電子入札システム用機器は、入札手続きを電子的に行うために必要となる

ハードウェア及びソフトウェアからなる機器群を地方整備局等が共同で取得するものです。




